
○

項目によって回答期間が異なります。詳しくは、留意事項をご参照ください。

○ 病床機能別の状況は、平成29年度病床機能報告において報告した内容を記載してください。

○ 具体的な記載方法については、記載例を確認してください。

○ 箇所にはすべて自院の状況を記載してください。

○ 内容についてお問い合わせさせていただくことがあります。

　 連絡先等について下記に記載いただきますようお願いいたします。

担当部署 職階 担当者名

将来に向けた病院のプランに関する調査
～関係者間での医療体制の検討に向けて～

記載について（記載の前にご確認ください）

電話番号 ＦＡＸ番号 Ｅメールアドレス

201７年７月１日現在の状況を記載ください。

w304488
テキストボックス
参考資料１



第１項　病院の現状と課題

１－１．病院の基本情報

番号 項目 留意事項

（１） 医療機関名 保健所に届けている正式名称

（２） 開設主体

（３） 開設年月日

（４） 自施設の理念

（５） 基本方針

（６） 住所

（7） 敷地面積

（８） 延床面積

（９） 建物竣工年月日

建物別に建物名と竣工年月日を記載くだ
さい。
医療機能を有する施設に限ります（学校
や倉庫等で使用している建物は対象外）

病床数 許可病床数 稼働病床数※

　　一般病床 当該病床を有しない場合「０床」と記載

　　療養病床（自動計算） 0床 0床

　　　（内）医療療養病床 当該病床を有しない場合「０床」と記載

　　　（内）介護療養病床 当該病床を有しない場合「０床」と記載

　　精神病床 当該病床を有しない場合「０床」と記載

　　感染症病床 当該病床を有しない場合「０床」と記載

　　結核病床 当該病床を有しない場合「０床」と記載

　全体合計（自動計算） 0床 0床

【許可病床数と稼働病床数に差
がある場合】
　病床を稼働していない理由
（非稼働病床を有する理由）

（11） 平均在院日数 2016年７月１日から2017年６月30日

（12） 手術室数

（13） 主な派遣大学医局
複数回答可（該当がない場合は、「該
当なし」と記載ください。）

標榜診療科目数

　標榜診療科目名 保健所に届けている標榜診療科目

（10）

（14）

※稼働病床数：許可病床数から、過去１年間（2016年７月１日から2017年６月30日）に一度も入院患者を収容しなかっ
た病床数を差し引いた病床数

自施設の状況



項目 項目 留意事項

入院患者の状況（2016年７月
１日～2017年６月30日）

患者数
（内）圏域内の患者割

合（％）

　新規入院患者数

　　うち、予定外の救急医療
　　入院の患者

　在院患者延べ数

　退院患者数

入院患者の状況（2015年７月
１日～2016年６月30日）

患者数
（内）圏域内の患者割

合（％）

　新規入院患者数

　　うち、予定外の救急医療
　　入院の患者

　在院患者延べ数

　退院患者数

入院患者の状況（2014年７月
１日～2015年６月30日）

患者数
（内）圏域内の患者割

合（％）

　新規入院患者数

　　うち、予定外の救急医療
　　入院の患者

　在院患者延べ数

　退院患者数

経営に関する状況（2016年度）

　人件費率※１ 医業収益に占める人件費の割合

病院内での自施設職員に対する人
材育成にかかる費用の割合※２

医業収益に占める人材育成にかける費
用（職員研修費等）の割合

（国、都道府県、市町村からの）
補助金・負担金

種別（申請先） 負担金・補助金名

国
複数項目あるときは、それぞれについ
て記載ください。

都道府県
複数項目あるときは、それぞれについ
て記載ください。

市町村
複数項目あるときは、それぞれについ
て記載ください。

（17）

（18）

　　補助金・負担金名

※１：人件費率＝人件費/医業収益
　①人件費＝給与費（職員の給料、賞与、退職金、法定福利費）
　
　②医業収益＝入院診療収益＋特別の療養環境収益＋外来診療収益＋その他の医業収益
　　　入院診療収益＝入院患者の医療に係る収益
　　　　　　　　　　　　　　（医療保険、公費負担医療、公害医療、労災保険、自賠責、自費診療収益等）
　　　特別の療養環境収益＝入院患者の医療に係る収益のうち特別室の特別料金徴収額
　　　外来診療収益＝医療保険、公費負担医療、公害負担医療、公害医療、労災保険、自賠責、
　　　　　　　　　　　　　自費診療収益等
　　　その他の医業収益＝保健予防活動収益、医療相談収益、受託検査・施設利用収益、
　　　　　　　　　　　　　　　　文章料等の収益

（16）

（15）

自施設の状況

【報告対象】
一般病床・療養病床のみの患者の状況
を記載ください。
一般病床・療養病床を有しない場合
は、回答の必要はありません。

【報告対象】
一般病床・療養病床のみの患者の状況
を記載ください。
一般病床・療養病床を有しない場合
は、回答の必要はありません。

【報告対象】
一般病床・療養病床のみの患者の状況
を記載ください。
一般病床・療養病床を有しない場合
は、回答の必要はありません。

※２：　病院内での自施設職員に対する人材育成にかかる費用の割合
　　　＝病院内での自施設職員に対する人材育成にかかる費用/医業収益
　①人病院内での自施設職員に対する人材育成にかかる費用
　　　＝病院内において自施設職員を対象として実施している研修にかかる費用
　
　②医業収益＝上記参照



（1９） 自施設の職員数（医師、看護職員、その他専門職、事務職員等）※

職種
非常勤職員数

（従事者の常勤換算）
（少数点第２位四捨五入）

医師

看護師

准看護師

看護補助者

助産師

事務職

その他（上記以外）

合計 0.0人

※職員数については、病床機能報告における常勤職員数、非常勤職員数の定義を参考に記載してくだい。

0人

常勤職員数
（従事者の実人数）



１－２．病床機能にかかる病院の現状

（１）一般病床・療養病床
※一般病床・療養病床を届出ている場合、下記について回答ください。 

病床区分 新規入棟患者数 在棟患者延べ数 退棟患者数

（一般or療養）
（2016年７月１日～
2017年６月30日）

（2016年７月１日～
2017年６月30日）

（2016年７月１日～
2017年６月30日）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（２）自施設が有する医療機能（５疾病４事業及び在宅医療に関する事項）当てはまる項目について〇を選択

医療機能の有無

,

心筋梗塞等の心血管疾患

災害医療

精神疾患

周産期医療

糖尿病

小児医療

在宅医療

救急医療

入院基本料・特定入院料について、「35.特殊疾患入院医療管理料」、「39.小児入院医療管理料４」、「46.地域包括ケア入院医療管理料１」、「47.地域包括ケア入院医療
管理料２」を病床単位で届出を行っている場合、「病棟単位で届けている入院料」については、該当病床を差し引いた病床数を記載ください。例えば、一般病棟（一般病棟
10対1入院基本料）40床のうち、地域包括ケア入院医療管理料１届出病床が10床ある場合は、一般病棟10対1入院基本料を「30床」、地域包括ケア入院医療管理料１を
「10床」とご回答ください。

※稼働病床数：許可病床数から、過去１年間（2016年７月１日から2017年６月30日）に一度も入院患者を収容しなかった病床数を差
し引いた病床数

入院料基本料・
特定入院料

脳卒中等の脳血管疾患

許可
病床数

病棟数
稼働※
病床数

病床
4機能

がん

病室単位
での届出

(35),(39),
(46),(47)
のみ回答

疾病・事業



（３）地域連携の状況
①  地域連携診療計画料

機関数・件数

②  紹介率・逆紹介率

紹介率
※１

逆紹介率
※２

※１：紹介率＝ （紹介患者数＋救急患者数）÷ 初診の患者数

※２：逆紹介率＝ 逆紹介患者数÷ 初診の患者数

③  退院・転院先の医療機関等の状況

施設数

（４）耐震化※の状況

※医療機能を有する施設に限ります（学校や倉庫等で使用している建物は対象外）

項目

届出連携医療機関数

地域連携診療計画料加算実績
（2016年度件数）

介護老人保健施設

2016年度

2015年度

年度

有料老人ホーム

軽費老人ホーム

認知症高齢者グループホーム・認知症
対応型老人共同生活支援事業

介護老人福祉施設

2014年度

養護老人ホーム

※2016年７月１日から2017年６月30日の１年間に退院した患者の退院先・転院先施設数について回
答してください。
なお、Ａ患者がＤ病院、Ｂ患者がＤ病院にそれぞれ転院した場合などは、転院先として同じ病院になる
ので１施設としてのカウントしてください。

施設区分

病院

有床診療所



１－３．自施設の課題

（１）現在の課題（複数回答可）当てはまる項目について〇を選択

1 医師の確保

2 看護師の確保

3 リハビリ職の確保

4 平均在院日数に関する要件（入院基本料）の維持

5 病床稼働率の低下

6 退院・転院先医療機関の確保

7 看護必要度に関する要件（入院基本料）の維持

8 建物の老朽化

9 耐震性の確保

（２）その他の課題（自由記載）



第２項　今後の方針

※第１項を踏まえ具体的な方針について記載してください。

２－１．地域において今後担うべき役割【病床機能】
該当項目について優先順に数値を入れてください（同じ順位も可）。（該当しない項目には「-」を入れてください）

1 高度先端医療を提供する機能

2 地域で基幹となる医療を提供する機能

3 急性期医療（主に全身麻酔を伴う手術やICU・HCU等の集中治療が必要な患者を受け入れる機能）

4 急性期医療【サブアキュート】（肺炎や軽度の外傷など比較的軽症な疾患を持つ患者を受け入れる機能）

5 回復期医療【ポストアキュート】（急性期後の在宅復帰に向けた患者を受け入れる機能）

6 回復期医療（リハビリテーション医療を提供する機能）

7 慢性期医療（長期療養を支える機能）

8 訪問診療・訪問看護

２－２．地域において今後担うべき役割【診療機能】
該当項目について優先順に数値を入れてください（同じ順位も可）。（該当しない項目には「-」を入れてください）

1 がん治療

2 緩和ケア（入院）

3 脳血管疾患治療

4 心血管疾患治療

5 糖尿病治療

6 精神疾患治療

7 救急医療

8 災害医療

9 周産期医療

10 小児医療

11 認知症治療

12 感染症治療（新興・再興感染症の患者の受け入れ等の機能）

13 その他

２－３．将来に向けた検討事項（複数回答可）
該当項目について優先順に数値を入れてください（同じ順位も可）。（該当しない項目には「-」を入れてください）

1 主となる病床機能の転換

2 診療科目の見直し（増加）

3 診療科目の見直し（減少）

4 病床数のダウンサイジング

5 他病院との統合・再編

6 病院の建て替え（概ね５年以内）：一部建替え含む

7 病院の建て替え（概ね６年から10年以内）：一部建替え含む

8 その他

詳細：

詳細：



第３項　2025年に向けた具体的なプラン

※第２項を踏まえ具体的な計画について記載してください。

「３－１」「３－２」「３－３」のいずれかの項目に該当する場合、「３－６」を作成してください。

３－１．病床機能について

※一般病床・療養病床を届出ている場合、下記について回答ください。 

（１）2025年に向けた病床機能・病床数等の変更予定の有無

１予定あり　２検討中　３未検討・予定なし

「１予定あり、２：検討中」の場合下記から選択してください。（複数回答可）

1 病床機能（入院基本料もしくは病床４機能）の変更

2 介護医療院への転換

3 介護老人保健施設への転換

4 その他介護施設・福祉施設への転換

5 病床数の変更

変更理由と詳細（自由記載）

（２）2025年の病床機能と病床利用率（介護施設へ転換分は記載の必要ありません）

病床区分 病床利用率※

（一般or療養） （2025年）

1 %以上

2 %以上

3 %以上

4 %以上

5 %以上

6 %以上

7 %以上

8 %以上

9 %以上

10 %以上

11 %以上

12 %以上

13 %以上

14 %以上

15 %以上

16 %以上

17 %以上

18 %以上

19 %以上

20 %以上

地域医療介護総合確保基金（病床
転換に対する一部経費の補助金
※）の活用の希望

http://www.pref.osaka.lg.jp/iryo/byouin/29byoushou.html

※補助金については下記大阪府ＨＰを参照ください。

入院基本料・特定入院料について、「35.特殊疾患入院医療管理料」、「39.小児入院医療管理料４」、「46.地域包括ケア入院医療管理料１」、「47.地域包括ケア
入院医療管理料２」を病床単位で届出を行う場合、「病棟単位で届けている入院料」について、該当病床を差し引いた病床数を記載ください。例えば、一般病棟
（一般病棟10対1入院基本料）40床のうち、地域包括ケア入院医療管理料１届出病床を10床届け出る予定の場合は、一般病棟10対1入院基本料を「30床」、地
域包括ケア入院医療管理料１を「10床」とご回答ください。

※入院基本料・特定入院料については、2017年１月時点の基本料で考えた場合の将来像をお答え下さい。
また、2025年に目標・目安としている病床利用率も記載ください。

病棟数 稼働病床数
病室単位での届出
(35),(39),(46),(4

7)のみ回答

入院料基本料・

特定入院料

病床
4機能

http://www.pref.osaka.lg.jp/iryo/byouin/29byoushou.html


３－２．診療科の見直しについて

（１）2025年に向けた診療科の見直しの予定の有無

１予定あり　２検討中　３未検討・予定なし

※「１予定あり、２：検討中」の場合下記から選択してください。（複数回答可）

1 診療科の新設

2 診療科の廃止

3 診療科の統合

※具体的な方針及び計画（自由記載）

３－3．病院の建物・設備の改修について

（1）2025年に向けた建物・設備の整備・改修予定の有無

１予定あり　２検討中　３未検討・予定なし

※「１予定あり、２：検討中」の場合下記から選択してください。（複数回答可）

1 病院の老朽化解消

2 病院の耐震化整備

3 病院の災害対策（自家発電・受水槽等）の整備

4 病院の省エネ設備の整備

5 病院の狭隘化の解消

6 その他

※建物・設備の整備・改修予定の詳細（自由記載）

（新設等の場合）具体的な人員確保の方策
（廃止等の場合）廃止される機能を補う方策



３－4．地域連携について

※2025年に目標・目安としている紹介率・逆紹介率を記載ください。

％以上 ％以上

※１：紹介率＝ （紹介患者数＋救急患者数）÷ 初診の患者数

※２：逆紹介率＝ 逆紹介患者数÷ 初診の患者数

３－5．経営に関する項目について

%以下 %以上 百万円

年度

2025年度

紹介率 逆紹介率

※１：人件費率＝人件費/医業収益
　・人件費＝給与費（職員の給料、賞与、退職金、法定福利費）
　
　・医業収益＝入院診療収益＋特別の療養環境収益＋外来診療収益＋その他の医業収益
　　　入院診療収益＝入院患者の医療に係る収益
　　　　　　　　　　　　　　（医療保険、公費負担医療、公害医療、労災保険、自賠責、自費診療収益等）
　　　特別の療養環境収益＝入院患者の医療に係る収益のうち特別室の特別料金徴収額
　　　外来診療収益＝医療保険、公費負担医療、公害負担医療、公害医療、労災保険、自賠責、
　　　　　　　　　　　　　自費診療収益等
　　　その他の医業収益＝保健予防活動収益、医療相談収益、受託検査・施設利用収益、
　　　　　　　　　　　　　　　　文章料等の収益

※２：人材育成にかかる費用の割合＝人材育成にかかる費用/医業収益
　　・人材育成にかかる費用＝病院内の職員の研修にかかる費用
　　・医業収益＝上記参照

年度

※2025年に目標・目安としている費用の割合を記載ください。

（国、都道府県、市町村からの）

補助金,負担金の額
【百万円】

人材育成費用
割合※２

【1%単位】

人件費率※１
【10%単位】

2025年度



３－６．プラン達成に向けたスケジュール

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

2023年度

2024年度

2025年度

2026年度以降

取組内容 到達目標

※「3－１」（病床機能）・「3－2」（診療科目の見直し）・「3－３」（建物・設備の改修）・のい
ずれかで「１予定あり」に該当する場合、下記に具体的な年次スケジュールを作成してください。



【参考】６病院意見交換会における調査結果表（一部加工）

第２項　今後の方針
２－１．地域において今後担うべき役割【病床機能】 　※優先度　高　１　＞　３　低

1 2 3 4 5 6 7 8

高度先端医
療を提供す
る機能

地域で基幹
となる医療を
提供する機
能

急性期医療
（主に全身
麻酔を伴う
手術やＩＣＵ・
ＨＣＵ等の集
中治療が必
要な患者を
受け入れる
機能

急性期医療
【サブア
キュート】（肺
炎や軽度の
外傷など比
較的軽症な
疾患を持つ
患者を受け
入れる機能

回復期医療
【ポストア
キュート】（急
性期後の在
宅復帰に向
けた患者を
受け入れる
機能）

回復期医療
（リハビリ
テーション医
療を提供す
る機能）

慢性期医療
（長期療養を
支える機能）

訪問診療・
訪問看護

滋賀医科大学医学部附属病院1 1 1 2 - - - -

大津赤十字病院 1 1 1 1 2 - - -
市立大津市民病院 1 1 1 1 - - - 2

地域医療機能推進機構滋賀病院- 1 1 1 2 2 - 2
琵琶湖大橋病院 - - 2 1 2 2 3 2

大津赤十字志賀病院 - - - 1 2 2 3 2

２－２．地域において今後担うべき役割【診療機能】　※優先度　高　１　＞　３　低
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

がん治療
緩和ケア
（入院）

脳血管
疾患機能

心血管
疾患機能

糖尿病治療
精神疾患

治療
救急医療 災害医療 周産期医療 小児医療 認知症治療 感染症治療 その他

市立大津市民病院 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
大津赤十字志賀病院 - 2 - - 1 - 1 1 - 1 - - -

滋賀医科大学医学部附属病院1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2
大津赤十字病院 1 2 1 1 1 2 1 1 1 1 1 2 -

地域医療機能推進機構滋賀病院1 2 1 1 1 - 1 1 - 2 1 - 1
琵琶湖大橋病院 - - - 1 3 - 2 - - - - - 2

２－３．将来に向けた検討事項　※優先度　高　１　＞　３　低
1 2 3 4 5 6 7 8

主となる病
床機能の転

換

診療科目の
見直し（増

加）

診療科目の
見直し（減

少）

病床数のダ
ウンサイジン

グ

他病院との
統合・再編

病院の建て
替え（概ね５

年以内）

病院の建て
替え（概ね10

年以内）
その他

地域医療機能推進機構滋賀病院1 2 - - - - -

滋賀医科大学医学部附属病院- - - - - - - 1
大津赤十字病院 - 1 - 1 - - - -

琵琶湖大橋病院 1 - - - - 2 - 2
大津赤十字志賀病院 - - - - - - - 1
市立大津市民病院 - - - 1 - - - -

医療機関名

医療機関名

医療機関名
詳細




